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別紙第１ 

 

職員の給与等に関する報告 

 

人事委員会の給与勧告制度は、職員の労働基本権制約に対する代償措置と

して、地方公務員法における情勢適応の原則に基づいて、職員の給与等勤務

条件を社会一般の情勢に適応した適正なものとする機能を有するものである。 

職員の給与については、広く市民の理解を得る必要があり、本委員会が経

済・雇用情勢等を反映して決定される民間従業員の給与との精確な比較を行

い、他の公務員との均衡を考慮し必要に応じて給与勧告をすることにより、

適正な給与水準が確保されると考えている。 

本委員会では、昨年の報告及び勧告後も引き続き、第三者機関としての公

正かつ中立な立場に立って、本市職員及び市内民間従業員の給与、勤務条件、

その他職員の給与決定に関する諸情勢について調査研究を重ねてきた。 

その結果について、次のとおり報告する。 

 

１ 本市職員の給与等について 

本年４月現在における職員の給与等の実態を把握し、職員の給与等を検

討する基礎資料とするため、行政職給料表(１)適用職員、消防職給料表適

用職員、医療職給料表適用職員、教育職給料表適用職員及び学校事務職給

料表適用職員について、「相模原市職員給与等実態調査」を実施した。 

主な調査結果は、次のとおりである。 

（１）職員構成 

ア 適用給料表別職員数 
適用給料表 令和３年 令和２年 

調
査
対
象
職
員 

行政職給料表(１) ３，４７９人 ３，４９８人 
消 防 職 給 料 表   ７３４人   ７４４人 
医 療 職 給 料 表    １２人    １２人 
教 育 職 給 料 表 ２，５９４人 ２，５７７人 
学校事務職給料表    ９５人    ９３人 

合計 ６，９１４人 ６，９２４人 

行政職給料表(２)   ２８５人   ３１１人 
全職員合計 ７，１９９人 ７，２３５人 
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イ 適用給料表別平均年齢 

適用給料表 令和３年 令和２年 

行政職給料表(１) ３９．６歳 ３９．４歳 

消 防 職 給 料 表 ３７．０歳 ３７．２歳 

医 療 職 給 料 表 ５３．８歳 ５２．８歳 

教 育 職 給 料 表 ３８．５歳 ３８．４歳 

学校事務職給料表 ３６．３歳 ３５．７歳 

 

（２）給与の支給状況 

ア 適用給料表別平均給与月額             (単位：円) 

適用給料表 令和３年 令和２年 増減額 

行政職給料表(１) ３６９，６０７ ３６８，９６０     ６４７ 

消 防 職 給 料 表 ３７９，２１８ ３７８，７７３     ４４５ 

医 療 職 給 料 表 ８５８，９２３ ８５８，１０４    ８１９ 

教 育 職 給 料 表 ４０９，３９１ ４０８，１０７    １，２８４ 

学校事務職給料表 ３１３，００７ ３１０，４８２   ２，５２５ 

 

イ 行政職給料表(１)適用職員の平均給与額の内訳    (単位：円) 

項目 令和３年 令和２年 増減額 

給 料 ３０７，７６２ ３０７，０５６    ７０６ 

扶 養 手 当   ７，９５９   ７，９７９    △２０ 

地 域 手 当  ３８，９２４  ３８，８９３     ３１ 

住 居 手 当   ６，３１４   ５，９３８    ３７６ 

管理職手当   ８，６４８   ９，０７７   △４２９ 

そ の 他       ０      １７    △１７ 
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369,607円

225,130円
260,364円

317,673円

412,774円
449,190円

538,972円
590,149円

630,380円

685,627円
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全体 1級 2級 3級 4級 5級 6級 7級 8級 9級

給料 扶養手当 地域手当 住居手当 管理職手当

図 行政職給料表（１） 級別平均給与月額の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           【参考資料 第１表から第３表まで(２～２０頁)】 

 

（３）諸手当の支給状況 

項目 支給されている職員 平均手当額 

扶 養 手 当 ２，７０５人 ３９．１％ ２０，６９７円 

住 居 手 当 １，７１０人 ２４．７％ ２６，９０１円 

管理職手当   ６８０人  ９．８％ ７１，５４６円 

【参考資料 第４表から第６表まで(２１～２３頁)】 
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２ 民間従業員の給与等について 

本年４月現在における民間従業員の給与等の実態を把握し、職員の給与

等を検討する基礎資料とするため、人事院及び都道府県市特別区人事委員

会と共同して「令和３年職種別民間給与実態調査」を実施した。 

この調査は、市内民間事業所のうち、企業規模５０人以上、かつ、事業

所規模５０人以上で、公務に類似する産業に属する１８８事業所を対象と

するもので、調査に当たっては、対象となる事業所を産業、企業規模及び

組織(本・支店の別)によって７層に層化し、これらの層から人事院が無作

為に抽出した８０事業所を実地調査した。なお、本年は、昨年同様、新型

コロナウイルス感染症に対処する医療現場の厳しい環境に鑑み、病院は調

査対象から除外した。 

調査の重要性に対する民間事業所の理解と協力を得て、調査を行った結

果、調査対象外となった１事業所を除く７９事業所に対する調査完了率は

７７．２％となっており、給与等について調査した民間従業員の調査実人

員は２，５７２人(事務・技術関係職種の調査実人員は２，２５０人)とな

った。 

主な調査結果は、次のとおりである。 

（１）平均給与月額等 

民間従業員の平均給与月額等について、企業規模別、職種別、学歴別

に集計をした。 

その金額等の詳細は、参考資料第８表のとおりとなっている。 

【参考資料 第８表(２８～３６頁)】 

 

（２）平均初任給額等 

新卒事務員と新卒技術者を合算した平均初任給額は、大学卒で 

２１０，８１６円、短大卒で１８９，５６１円、高校卒で１８１，８３７ 

円となっている。 

また、新卒者の採用を行った事業所は、大学卒で３４．８％、高校卒
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で２４．７％となっており、採用を行った事業所のうち、初任給を増額

した事業所は、大学卒で４４．１％、高校卒で３９．３％、初任給を据

え置いた事業所は、大学卒で５５．９％、高校卒で４９．７％、初任給

を減額した事業所は、高校卒で１１．０％となっている。 

【参考資料 第９表及び第１０表(３７頁)】 

（３）扶養手当 

扶養手当(家族手当)を支給している事業所は、８１．１％となってお

り、その平均支給月額は、配偶者のみの場合１３，６３６円、配偶者と

子１人の場合２０，１４１円、配偶者と子２人の場合２５，７０６円と

なっている。 

【参考資料 第１１表(３８頁)】 

（４）特別給(ボーナス) 

賞与等の特別給については、昨年８月から本年７月までの１年間に、

平均所定内給与月額(事業所におけるきまって支給する給与の支給総額

から時間外勤務手当等実績に応じて支給される手当の総額を除いた額)

の４．３１月分が支給されている。 

また、昨年の冬季賞与について賞与支給額のうち考課査定分の占める

割合は、一般の係員で５１．０％、課長級で５３．７％、部長級で５２．０％

となっている。 

【参考資料 第１２表及び第１３表(３９頁)】 

（５）給与改定の状況 

一般の係員についてベースアップを実施した事業所は４０．４％で、

ベースダウンを実施した事業所はなかった。 

また、一般の係員について定期昇給を実施した事業所は８８．６％、

昇給額を増額した事業所は１６．５％、減額した事業所は１３．７％と

なっている。 

【参考資料 第１４表(４０頁)】 
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３ 本市職員の給与と民間従業員の給与との比較 

本年の「相模原市職員給与等実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」

の調査結果に基づき、職員の給与と民間従業員の給与との比較(公民比較)

を行った。 

比較結果は、次のとおりである。 

（１）月例給 

月例給の比較に当たっては、本市の事務・技術職である行政職給料表

(１)適用職員と民間従業員のうち事務・技術関係職種の従業員とを比較

することとし、比較対象とする月例給の範囲は、職員については４月に

支給された給料、扶養手当、地域手当、住居手当、管理職手当及び単身

赴任手当(基礎額)を合計した給与額、民間従業員については４月分のき

まって支給する給与の額から時間外勤務手当等実績に応じて支給され

る手当及び通勤手当の額を除いた給与額とした。 

また、比較方法には、職員の人数を基準としたラスパイレス方式を採

用した。ラスパイレス方式は、給与決定上の主要な要素である役職段階、

学歴、年齢別の職員の平均給与額と、これと条件を同じくする民間従業

員の平均給与額のそれぞれに市職員数を乗じた額を算出し、両者の水準

を比較するものである。 

この方法によって公民比較を行った結果、次のとおり、職員の給与が

民間従業員の給与を６２円(０．０２％)上回っている。 

 

給 与 の 比 較 

民間従業員の給与 

（Ａ） 

職員の給与 

（Ｂ） 

較  差 

（Ａ）－（Ｂ） 

３７２，６６９円 ３７２，７３１円 △６２円 

  ※新規学卒者については、別途初任給の調査を行っているため、比較には含まれていない。 
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なお、月例給の比較方法、公民比較における役職段階の対応関係及び

公民比較における比較給与の範囲の詳細については、参考資料４１頁及

び４２頁のとおりである。 

 

（２）特別給(ボーナス) 

民間従業員に対し、昨年８月から本年７月までの１年間に支給された

賞与等の特別給が、平均所定内給与月額の何月分に相当するかを調査し、

これと条例で定められた本市職員の期末手当及び勤勉手当の支給月数

の合計を比較した結果、次のとおり、職員の年間支給月数が民間従業員

の年間支給月数を０．１４月分上回っている。 

 

特 別 給 の 比 較 

民間従業員の支給月数 

（Ａ） 

職員の支給月数 

（Ｂ） 

差 

（Ａ）－（Ｂ） 

４．３１月分 ４．４５月分 △０．１４月分 

 

なお、特別給の比較方法については、参考資料４３頁のとおりである。 

 

４ 人事院給与勧告の概要 

人事院は、本年８月１０日、国会及び内閣に対して、一般職の国家公務

員の給与について報告し、併せて給与の改定について勧告を行った。 

その概要は、９、１０頁のとおりである。 

 

５ 本年の給与改定等に関する考え方 

（１）月例給 

公民比較を行った行政職給料表(１)については、前記３(１)のとおり、

職員の給与が民間従業員の給与を６２円(０．０２％)上回っているが、
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公民較差が極めて小さく、適切な改定を行うには十分でないことから、

職員の月例給の改定を行わないこととする。 

 

（２）期末手当及び勤勉手当 

期末手当及び勤勉手当については、職員の年間支給月数が民間従業員

の年間支給月数を上回っているため、０．１５月分引き下げ、４．３０

月分とする。 

支給月数の引下げ分は、民間の支給状況等を勘案して、期末手当から

差し引くこととし、本年度については、１２月期の期末手当を０．１５

月分引き下げ、令和４年度以降においては、６月期及び１２月期の期末

手当が均等になるよう支給月数を定めることとする。 

また、再任用職員及び特定任期付職員の期末手当についても、同様に

支給月数を引き下げることとする。 

 

６ 給与勧告の速やかな実施 

冒頭で述べたとおり、地方公務員法に定められた給与勧告制度は、職員

の労働基本権制約に対する代償措置として、適正な給与等勤務条件を確保

する機能を有し、中立的な人事行政の専門機関である人事委員会の権限と

されているものである。 

市議会及び市長におかれては、このような給与勧告制度の意義や役割に

深い理解を示され、勧告を速やかに実施されるよう要請する。 

- 8 -



（参考）人事院給与勧告の骨子 

 

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方 

・ 勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有す

るものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤 

・ 公務の給与水準は、経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準

に準拠して定めることが最も合理的 

 

Ⅱ 民間給与との比較に基づく給与改定等 

１ 民間給与との比較 

＜月 例 給＞ 公務と民間の４月分の給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、

学歴、年齢を同じくする者同士を比較 

○民間給与との較差 △19円 (0.00％)  

〔行政職俸給表(一)適用職員…現行給与 407,153円 平均年齢 43.0歳〕 

＜ボーナス＞  昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間

の支給月数を比較 

○民間の支給割合 4.32月（公務の支給月数4.45月） 

 

２ 給与改定の内容と考え方 

＜月 例 給＞ 

 民間給与との較差が極めて小さく、俸給表及び諸手当の適切な改定が困難であることから、月例給の 

改定は行わない 

＜ボーナス＞ 

民間の支給割合との均衡を図るため引下げ 4.45月分→4.30月分 

民間の支給状況等を踏まえ、期末手当の支給月数に反映 

（一般の職員の場合の支給月数） 

  ６月期 12月期 

令和３年度 

 

期末手当 

勤勉手当 

1.275月 

0.95月 

（支給済み） 

（支給済み） 

1.125月 

0.95月 

（現行1.275月） 

（改定なし） 

４年度 

以降 

期末手当 

勤勉手当 

1.20月 

0.95月 
 

1.20月 

0.95月 
 

 [実施時期] 

法律の公布日 

 

 ３ その他の取組 

  (1) 非常勤職員の給与 

本年７月、期末手当・勤勉手当に相当する給与について、非常勤職員の給与に関する指針を改正。 

早期に改正内容に沿った処遇の改善が行われるよう、各府省を指導 

(2) 育児休業制度の改正に併せた期末手当・勤勉手当の取扱い 

意見の申出に併せ、期末手当・勤勉手当の在職期間等の算定に当たり、子の出生後８週間以内に

おける育児休業の期間と、それ以外の育児休業の期間は合算しないよう措置 

(3) テレワーク（在宅勤務）に関する給与面での対応 

公務におけるテレワークの実態や経費負担の状況の把握、既に在宅勤務手当を導入した企業に対 

するヒアリングの実施などを通じ、引き続き研究 
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４ 今後の給与制度見直しに向けた検討 

定年の段階的引上げに係る改正法の成立を受け、能力・実績を的確に反映させつつ60歳前後の給与

水準が連続的なものとなるよう、人事評価制度の改正を踏まえた昇格、昇給等の基準の整備を始め

として、順次取組 
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別紙第２ 

 

勧  告 

 

本委員会は、本市職員の給与について、次のとおり勧告する。 

 

１ 期末手当及び勤勉手当 

次の表に掲げる支給割合とすること。 

（１）令和３年１２月期の支給割合          （単位：月分） 

 

 

再任用職員以外の職員 再任用職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

特定任期付 

職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

期末手当 1.125 0.925 1.575 0.625 0.525 

勤勉手当 0.950 1.150 - 0.450 0.550 

（２）令和４年６月期以降の支給割合         （単位：月分） 

 

 

再任用職員以外の職員 再任用職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

特定任期付 

職員 

一般 

職員 

特定幹部 

職員 

６

月

期 

期末手当 1.200 1.000 1.625 0.675 0.575 

勤勉手当 0.950 1.150 - 0.450 0.550 

12

月

期 

期末手当 1.200 1.000 1.625 0.675 0.575 

勤勉手当 0.950 1.150 - 0.450 0.550 

 

２ 実施時期 

１の(１)については、令和３年１２月１日から実施すること。１の(２)

については、令和４年４月１日から実施すること。 
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別紙第３ 

 

人事行政に関する報告 

 

我が国では、少子高齢化などの人口構造の変化による社会保障費の増大

や頻発する大規模自然災害への対応に加え、収束が見えない新型コロナウ

イルス感染症の感染拡大防止対策や経済対策など、様々な課題が山積して

いる中、地方自治体においては、真に必要な行政サービスと持続可能な行

政運営への対応が求められている。 

本市においては、令和２年３月に「未来へつなぐ さがみはらプラン～

相模原市総合計画～」を策定し、「潤いと活力に満ち 笑顔と希望があふ

れるまち さがみはら」を将来像に掲げ、ＳＤＧｓのさらなる推進やシビ

ックプライドの醸成など、市民生活の質の向上と持続可能なまちの形成に

向けた取組を進めているところである。 

一方、世界中で猛威を振るう新型コロナウイルス感染症は、本市におい

ても甚大な影響をもたらしており、感染拡大による社会経済活動の自粛等

の影響が想定以上に長引く状況が続いている。 

このような状況の中、感染拡大防止対策や経済活動に対応しながら、安

全で安心したまちづくりを持続するため、市政を担う職員としての資質、

役割、責任はますます重要となってきている。 

今後とも、職員一人ひとりが、安心して職務に専念し、自らが持つ職員

としての能力を最大限に発揮するためにも、より働きやすい職場環境の整

備や、意欲・やりがいを高める人事制度の構築、さらに働き方改革の取組

を進めるとともに、サポート体制を充実させていくことは重要である。 

こうした認識の下、本委員会は、人事行政に関して、次のとおり報告す

る。 
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１ 人材の確保等 

（１） 人材の確保 

新型コロナウイルス感染症の収束が見えない中、採用活動にも大き

な影響を与えている。また、近年は、就業意識の多様化や勤務環境へ

の関心が高まっていることから、民間企業や国、地方公共団体との間

で、人材獲得の競争が激しくなっている。このような状況下で、本市

においても、多様で有為な人材を計画的かつ安定的に確保することは

重要な課題である。 

新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、オンラインが中心と

なっていた大学等での採用説明会は、今年度に入り対面式や集合形式

の説明会が徐々に再開され始めているが、引き続きオンラインやＳＮ

Ｓなどによる採用広報が中心となっている。本市においても、本委員

会と任命権者が連携し、受験者層のニーズを的確に把握するとともに

広範囲にわたる採用広報を展開することによるＳＮＳの強化や、オン

ライン説明会、動画を用いた広報手法の拡充など、本市で働くことの

魅力ややりがいをより効果的に発信していくことが必要である。 

また、新型コロナウイルス感染拡大防止対策への取組の一環として、

オンラインでの面接の普及が進み、受験者にとって時間的制約等が軽

減されることから、就職活動において複数の内定をもらう傾向が進ん

でいる。こうした状況を踏まえると、本市においても内定辞退率の上

昇が予想され、採用試験合格者に対して、辞退率の減少に向けたアフ

ターフォローの充実を進めていく必要がある。 

   併せて、本市においては、職務に関する経験や専門的スキルを持っ

た人材の確保として、専門職の経験者採用、職種に応じた採用年齢上

限の引上げなどを実施しているが、多様化・複雑化していく行政課題

に対応していくため、より多くの優秀な人材の採用に繋げるために、

その採用方法の見直しに向けた検討を行うことも必要である。 
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（２） 人材の育成 

昨年度以降、人材育成の柱としている研修においては、新型コロナ

ウイルス感染症の感染防止対策として、これまで大半を占めていた集

合研修からリモート型やｅラーニングなど、オンラインを活用した研

修を多く実施しており、これらの新たな研修の効果を検証することは、

より効果的かつ効率的に人材を育成するうえで大変重要である。 

また、本市においては、令和３年５月に「相模原市人材育成基本方

針」を改定し、人材育成について、研修、人事・処遇などの５つの視

点から、若手の育成、キャリア形成支援、環境の変化に強く自ら変化

を起こす職員の育成などに取り組むとともに、「共感」と「リスペク

ト（他者への尊敬や尊重）」が浸透する職場風土づくりを掲げ、取組

を進めている。同方針に基づき、職員一人ひとりが、様々な社会課題

を主体的に受け止め、その解決に向け、前例にとらわれず、チャレン

ジできるよう、コスト意識や改革意識、コンプライアンス意識の向上

を図るなど、職員の意識改革を進めることが必要である。 

さらに、職員のやる気を喚起し、組織の活性化に繋げていくため、

職員への評価については、これまでの課題を検証し、より客観的に判

断できる環境の整備に取り組むことも必要である。 

引き続き、研修担当、人事担当、管理職、そして職員自身がそれぞ

れの役割を認識し、目指す職場環境である「人が育ち、人を育てる組

織風土づくり」の実現に向け、組織全体として取組を進めることが重

要である。 

  

（３） 人材の活用 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策や経済対策に対応す

るため、年度途中での異動や兼任、他業務への一時的応援など、人事

配置の機動的な動きが高まっている。また、一方で行政サービスの多

様化・複雑化に伴い、業務の専門性をより求められる傾向が強まって
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いる。 

このような中で、採用年齢上限の引上げ、社会人経験者採用の職種

拡大や、特定分野を異動するエキスパートコースと様々な部署を異動

するゼネラリストコースとの選択を可能とする制度、主査及び副主幹

を対象に特定の分野への配属を前提とした「専任職制度」の実施によ

り経験や能力を有する職員を配置し、組織力の向上に向け取り組んで

いる。 

デジタル化など社会環境の変化や、多様化・複雑化する行政課題へ

の的確な対応を図るため、これまでの制度を検証し、職員の意欲や能

力をより活用する取組を検討していくことが必要である。 

また、高齢期の雇用に関して、地方公務員法の改正により、地方公

務員の定年が国家公務員と同様に６０歳から６５歳まで２年に１歳ず

つ段階的に引上げられることが決定した。これにより、再任用職員に

加え、役職定年した職員、定年前再任用短時間勤務の職員が新たに加

わることになるため、これら職員も含めた職員の活用や体制の構築を

早急に検討することも重要である。 

引き続き、限られた人員の中で、安定的な組織運営のため、より効

果的な配置及び人材の活用に努められたい。 

 

２ 働き方改革と勤務環境の整備 

（１） ワーク・ライフ・マネジメントの実現 

社会・経済情勢の急速な変化、多様化・複雑化する行政課題、さら

には新型コロナウイルス感染症の感染拡大や頻発する大規模自然災害

などの危機的な事態に対応し、市民に真に必要な行政サービスを提供

するためには、全ての職員が持てる能力を十分に発揮できるよう、柔

軟で多様な働き方について、組織を挙げて取り組むことが必要である。 

任命権者においては、「相模原市職員のための仕事と家庭の両立応

援プラン」や、「学校現場における業務改善に向けた取組方針」など
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の各種計画、方針を策定し、時間外勤務時間の縮減やワーク・ライ

フ・バランスの推進に取り組み、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止対策においては、「相模原市業務継続計画（ＢＣＰ）」に基づ

いた組織的対応を図っているところではあるが、職員の時間外勤務時

間が大幅に増加している所属が見受けられ、職員の健康面への影響が

心配されるところである。長時間労働はもちろん、心身の健康上の問

題を抱えた状態での勤務は、労働生産性の低下やミスの要因となり、

さらなる長時間労働を生じる結果に繋がる可能性が高い。任命権者に

おいては、引き続き長時間労働の是正に向け、仕事量に見合った人員

の配置や「時間外勤務時間縮減に係る取組方針」に基づく管理監督者

のマネジメントによる適切な勤務時間管理に取り組み、併せて、ＩＣ

Ｔ活用による業務の効率化や業務量の削減など、時間外勤務時間を削

減する取組を推進することが必要である。教員においても、長時間労

働の是正はもちろんのこと、学校と教育委員会が相互に協力して、教

員の負担や多忙の要因を把握し、児童・生徒と向き合う時間が確保で

きるよう、「相模原市立小中学校等における教員の勤務時間の上限に

関する方針」の取組を着実に進める必要がある。 

また、職員一人ひとりにおいては、自らの健康管理も含め、ライフ

ステージに応じて自分の仕事（ワーク）と生活（ライフ）の両方が充

実するよう、自ら積極的にマネジメントしていく意識を持つことが重

要である。 

新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策として、テレワーク

の積極的な活用や時差出勤を推進しているところであるが、こうした

取組は、職員個々の実情に応じた柔軟な働き方にも繋がることから、

働き方改革の観点においても大きな効果が期待され、今後は標準的な

働き方の一つとなるものである。 

また、人事院において、育児休業の取得回数制限を緩和するよう国

家公務員の育児休業等に関する法律の改正についての意見の申出を行
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うとともに、不妊治療のための休暇の新設等の措置を一体的に講じる

ことなどを踏まえ、本市においても、国の動向を注視し、必要な措置

の検討を行うことが必要である。 

任命権者においては、テレワークの実施状況や育児休業等の取得状

況を分析するとともに、ライフステージやライフスタイルに合わせて

職員が自らの働き方を主体的に選択することができる職場環境の整備

や職場風土の醸成に向けた取組を検討されたい。 

 

（２） メンタルヘルス対策 

メンタル疾患を理由とする長期休暇取得者は年々増加傾向にある。 

   現在、研修を通し各階層の職員に対するメンタルヘルスケアを実施

し、メンタルヘルス不調者の早期発見、職場環境の改善に努めること

の重要性を伝え、長時間労働を行った職員に対しては、本人の申し出

の有無にかかわらず、医師や臨床心理士による面接指導を実施してい

る。 

また、長期化する新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響は、

業務において、感染拡大防止対策にとどまらず、経済対策など多岐に

わたり、新たな組織の設置や職員の異動等により対応しているところ

である。 

こうした中で、一定の所属において時間外勤務時間が多く発生して

いることや、異動等によりこれまでと異なる業務へ従事することで、

今まで以上に高負荷なストレスを抱える可能性が高くなることから、

任命権者においては、さらなる相談体制の充実を図るなど、メンタル

ヘルス不調を未然に防止する取組を強化されたい。 

教員においては、児童・生徒や保護者及び地域住民等との対人関係

や様々な教育課題への対応とそれに伴う社会的な期待が大きいことに

加え、学校現場における新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対

策など、心理的・社会的ストレスが非常に多いことから、教員のメン
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タルヘルスに、より一層配慮し「教職員の心の健康づくり計画」に沿

った取組を継続していくことが重要である。 

職員一人ひとりにおいても、日ごろからストレスや心身の不調に気

を配り、早めに対処するための知識や方法を身につけるなど、セルフ

ケアの重要性を理解し、自身の健康管理に努めていくことが大切であ

る。また、任命権者においては、定期的な便りの発信やパソコンへの

ポップアップ表示等の活用により、今後も健康に関する情報を効果的

に提供するなど、啓発し続けることも重要である。 

管理監督者は、特定の職員に精神的・身体的負荷が集中しないよう、

業務の平準化を図るとともに、ストレスチェックの結果を活用し、職

場環境のストレスの要因や傾向の分析を詳細に行い、職場環境の改善

により一層努めることが重要である。 

 

（３） ハラスメントの根絶 

職場におけるハラスメントは、人格や尊厳を侵害し、職員の働く意

欲の低下や心身の不調を引き起こすだけでなく、円滑な公務運営に支

障を来し、周囲に対して悪しき影響を与え、就業環境全体への著しい

マイナス効果を与える。 

令和２年１１月からハラスメント外部相談窓口の開設による相談体

制の充実や、「コンプライアンス通信」等の定期的な配信により意識

啓発等に取り組んでいるところであるが、ハラスメントの根絶に向け

ては、職員がより相談しやすい環境を確保することが必要であり、ま

た、あらゆるハラスメントを絶対に許さない職場風土の醸成が極めて

重要である。 

このため、現在行っているハラスメント防止対策に加え、職員に対

して、さらなる相談事例や相談制度の分かりやすい周知はもちろんの

こと、相談者のプライバシーの保護や不利益な取扱いの禁止を徹底す

るために必要な措置が講じられることについても、重ねて周知するこ
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とが必要である。 

また、労働施策総合推進法が改正され、事業主にパワー・ハラスメ

ント防止対策が義務付けられたこと等を踏まえ、令和２年６月に「相

模原市職員懲戒処分の指針」、同年７月に「相模原市教職員懲戒処分

の指針」において、パワー・ハラスメントの行為者について厳正に対

処する旨の方針及び対処の内容を規定し、職員に周知・啓発している

ところであったが、昨年度において、パワー・ハラスメント事案が発

生したことは大変遺憾である。 

任命権者においては、引き続きハラスメント防止のための階層別研

修やハラスメントに特化した研修を充実させ、職員一人ひとりが、自

らの言動を改めて見直すなど、ハラスメントが起こる原因を深く考え、

令和３年３月に改定された「相模原市コンプライアンス推進指針」に

基づき「ハラスメントはしない・させない・見過ごさない」という強

い意志を持ち、誰もがハラスメントの加害者にも被害者にもなりえる

ということを再認識することにより、全ての職員がいきいきと働き続

けることができる職場環境を組織全体で作り上げることが重要である。 

 

３ 公務員を巡る諸課題 

（１） 公務員倫理の確保 

任命権者においては、令和２年４月に「相模原市内部統制基本方

針」を策定し、内部統制制度の着実な運用を図るなど方針に基づく各

種取組を推進している。さらに、同年７月に「相模原市組織運営の改

善に向けた取組方針」を策定し、コンプライアンス推進体制を整備し、

外部意見を取り入れる仕組みを構築するなど、組織運営の改善に取り

組んでいる。 

しかしながら、依然として事務処理ミスが散見される状況である。 

職員一人ひとりのコンプライアンス意識改革の向上はもちろん、組

織の監視・監督体制を充実させる取組が必要である。特に、管理監督
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者は自ら服務規律を遵守するとともに、職員の模範となるよう強く自

覚することが求められる。 

また、担当業務に関する理解不足が、事務処理ミスに繋がることか

ら、事務処理における潜在的なリスクを認識するため、職員一人ひと

りが根拠法令や業務の概要をあらためて確認するとともに、所属での

実務能力に関する基礎的な研修やＯＪＴ（※）の充実を図り、各シス

テムの操作方法や事務処理方法を理解・熟知するための機会を設ける

など事務能力向上のための取組を図られたい。 

さらに、内部統制体制を充実させ、不適切な事務処理が発生する要

因を的確に把握し事前に対策を講ずるなど、事務の執行体制を整えて

いく必要がある。 

職員は、不祥事や職務上のミスが市政に対する市民の信頼を失墜さ

せる結果に繋がることを改めて認識し、公私にわたるコンプライアン

ス意識と高い倫理観を持って行動することが重要である。 

※：ＯＪＴ＝On the Job Training の略。仕事の現場で実務に携わりながら業務に必要な

知識・技術を習得させる職業訓練 

 

（２） 高齢期の雇用の在り方 

平均寿命の伸長や少子高齢化の影響により、若年労働力人口の減少

が続く中、働く意欲があり即戦力となりうる高齢者が活躍できる環境

整備が、社会全体の課題と認識されている。 

令和３年６月に「国家公務員法等の一部を改正する法律」及び「地

方公務員法の一部を改正する法律」が公布され、国家公務員の定年引

上げに伴い、地方公務員の定年も同様に６０歳から６５歳まで２年に

１歳ずつ段階的に引上げられることが決定した。 

また、役職定年制（管理監督職勤務上限年齢制）及び定年前再任用

短時間勤務制の導入、情報提供・意思確認制度の新設、給与に関する

措置を導入することも盛り込まれた。 
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任命権者においては、国や他の地方公共団体の動向を注視するとと

もに、令和５年４月１日の施行に向け、本市の状況を踏まえながら、

職員が有する知識・経験や能力を発揮できる人事制度の構築と給与制

度の見直しに向けた検討を進めていくことが必要である。 
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